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｢離婚」その潜在的要因
――経済と愛情の変化――













1．は じ め に
1. 1 わが国の離婚の現状
わが国の離婚率は，近年急速に上昇している。とくに 1980 年代以降，普通離婚率(1)でみる
と，急速な上昇傾向に転じていることが分かる (図 1)。1988 年のバブル経済期に 1.26 であっ
たものが，2002 年には 2.30 と，わずか 15 年で 1.8 倍にまで増加した。最新のデータ (2009
年) でみると，離婚総数は 253,353 件，離婚率は 2.01 とピーク時に比べて多少減少しているが，
結婚総数 707,734 件 (普通婚姻率が 5.6) との関係でみると，その年に結婚したカップルのう
ちの実に 35.9% ものカップルが離婚するとみることもできる (特殊離婚率(2)：ちなみにピー
クの 2002 年では，約 38.3% であった)。この離婚件数の増減については後で詳しく分析して
いくが，現在は，2002 年以降下降に転じて落ち着きつつあった数値が，2008 年のリーマン
ショック以降，2009 年から再び上昇に転じ始めている。
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また，離婚の申し立てには性差のあることが分る。家庭裁判所に持ち込まれた婚姻関係事件
数をみると，2009 年の総件数 68,156 件に対して，夫の申し立て総数が 18,833 件，妻の申し立
て総数が 49,323 件とあり (2009 年度最高裁判所司法統計)，妻からの申し立て数の方が圧倒的












































明治 (明治 31 年の民法制定前まで) まで時代を遡ると，わが国の離婚は，現在よりもはる
かに多かったことが分かる。記録をみると 1893 (明治 16) 年の離婚件数は 127,163 件，普通
離婚率は 3.38 とある (内閣統計局・帝国統計年鑑)。この離婚率は，高度成長期の離婚率と比
べて 3倍以上で，離婚が増えたという現在の 1.5 倍にものぼる。当時，統計の発表がされてい
る諸外国と比べても日本は最高位だったのである。このように離婚がかなり多い背景にはさま
ざまな要因があると考えられるが，その背景を湯沢雍彦は次のように述べている。まず，何よ
























数は，1898 (明治 31) 年の民法施行年が前年の 20% 減，翌 1899 (明治 32) 年がさらに 33%
減と，1897 (明治 30) 年から急下降して半分近くまで落ち込んだのである。以後，離婚は，




















期の 59,000 件台から末期の 51,000 件台へわずかに減少を続けている (約 13.5% 減)。これは，










は，おおよそ男性は 25 歳，女性は 21 歳までに結婚するのが普通で，50 歳時点で，男性の










始まった離婚数・離婚率の低下の傾向はそのまま引き継がれ，離婚率は 1927 (昭和 2) 年の
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0.82 をピークとして，以降ほとんど低下の一途をたどり，1938 (昭和 13) 年には遂に 0.63 と
いう史上最低値を記録している。
その昭和前期は，1945 (昭和 20) 年 8 月の敗戦までの期間，全体としては明暗入り乱れる
怒涛の時代であった。とくにこの時代は，地域や労働者の階層によって貧富の差が大きく異
なっていた。毎月安定した給料をもらえる「職員 (サラリーマン)」は，1920 (大正 9) 年の








































為に抽出) (図 2) でも，「結婚しても相手に満足できないときは離婚すればよい」という考え
方について「賛成」または「どちらかといえば賛成」と答えた者は 50.1% で，半数が賛同側
である。また，これを男女別でみると，男性では 45.9%，女性では 53.8% となる。男性は過去
3回の調査で毎回この数値が下がってきているが，女性は安定して過半数を占め続けている。
また，2006 年にインターワイヤードとヒューマンエイドが共同で実施したネットリサーチ
の『離婚に関する意識調査』(既婚者対象) (図 3-1，3-2) では，「今までに離婚を考えたこと
がありますか」という質問に，「良くある」と答えた者が 10.8%，「たまにある」が 33.7% で合
計 44.5% の者が離婚を考えたことがあると答えている。この調査でも夫と妻の回答には差が









対して消極的な方向に向かっていく。無作為対象の総理府の調査で 2003 年に 51.8% あった男






条) とあり，日本の離婚では全体の 90% がこの「協議離婚」である。そして残りの 9 % が調









国的な資料は希少で，公のものとしては，1968 年と 1978 年の 2回，当時の厚生省が実施した
調査資料「人口動態社会経済面調査 (離婚)」がある。また民間の調査では 2010 年にマクロミ
ル (アエラ 2010：34-39) がおこなったアンケート調査(9)がある。この 2つの調査では共にた
いへん興味深い結果をみることができる。
これらの調査によると，離婚の理由 (離婚を考えた理由) として，妻側の理由の一番目の挙









離婚を検討している時点での妻側の理由の「金銭問題」が 26.5% (第 3位) という回答に対し
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出典：夫と妻の離婚の理由/厚生省「人口動態社会経済面調査 (離婚)」1978 年
図 4 離婚の理由 (協議離婚)
③金銭問題 26.5%③相手の親 22.3%
離婚を検討中の夫婦 関係を修復した夫婦





①相手の親 27.8%①生活のすれ違い 36.7%①金銭問題 48.5%
②金銭問題 18.5%②愛情が冷めた 28.6%②愛情が冷めた 35.0%
③何となく 14.8%
①生活のすれ違い 26.9%①生活のすれ違い 33.3%①生活のすれ違い 31.1%
②性生活の不満 15.4%②性生活の不満 23.5%②愛情が冷めた 25.2%









































離婚率の推移グラフ (図 1) をよく観察すると，離婚率の増減にたいへん興味深い特徴的な
傾向のあることが判る。それは離婚率がただ単純に右肩上がりに上昇するだけでなく，グラフ











沸きバブル景気に突入する 1988 年までの 4 年間，実質経済成長率は年間平均約 5 %ずつ増加
していた。すると離婚はそれと反比例する形で同 4 年間に 14% も件数を減らす。そしてバブ
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出典：離婚率データは厚生労働省統計情報部『人口動態統計』2009 年。GDPのデータは内
閣府の国民経済計算よる。1955〜1979 年は平成 2 年基準 (68SNA) 連鎖。1980〜
1993 年は平成 7 年基準 (93SNA) 連鎖 (固定基準年方式)。1996〜2007 年は平成 12
年基準 (93SNA) 連鎖 (連鎖方式)。GDPのデータはいずれも速報値。
図 5 離婚数と GDPの推移
ルが崩壊した翌 1992 年から「いざなみ景気」が始まる 2002 年までのあいだの実質経済成長は，











この加藤の調査結果は，厚生労働省のデータ (図 6) とも合致する。このデータは，労働階
層別に離婚の割合をみたものである。この図表から，2002 年の離婚件数のピークに向かって
離婚件数を伸ばしていたのは，常用勤労者世帯Ⅰ (中小企業勤務者) グループと自営業者グ
ループの夫婦であることが判る。常用勤労者世帯Ⅰが 65.7%，自営業者グループが 51.2% と離
婚総数の多くの割合をこの 2つのコーホートで占めている。常用勤務者世帯Ⅱ (大企業勤務者
や役員クラス) が 28.3% の伸びであることから，中小企業勤務者と大企業勤務者との差は約






































帯では，「私 (妻) の方が夫より収入が高くなりました (あるいはずっと高かった。あるいは



















































































































( 6 ) 当時は避妊の知識が乏しいこと，避妊機器 (用具) もほとんどなかったことから，自然の行為任
せに 6〜7 人は産むのが普通であった。また刑罰 (堕胎罪) の周知浸透もあり，堕胎行為を強く抑
制していたこともある。女性が生涯に何人産むかを示す「合計特殊出生率」をみると，1925 (大
正 14) 年の (この年から始まった) の算出では 5.11 人を記録している。2010 年が 1.39 人である
から現在の 3.7 倍も高い (厚生労働省：平成 22 年人口動態統計月報年計より)。
( 7 ) 2000 年頃からネット社会では，ウェブを介した情報伝達法・伝達者をこのように呼んだ。
( 8 ) ちなみに家庭裁判所に申し立てられた「夫婦関係事件」の申立理由では，夫側からは，「性格が合
わない」「異性関係」，「家族と折り合いが悪い」が 3位までを占め，妻からの申立では，「性格が
合わない」「暴力をふるう」「異性関係」のという順になっている。
( 9 ) インターネット調査会社「マクロミル」を通じて，30，40 代の「離婚経験がある」男女各 103 人，
















鈴木裕久，1995『結婚の社会心理学』，東京大学公開講座 60 結婚，東京大学出版会，pp. 117-143。
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